様式２
誓　約　書

令和８年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　　殿

住　　所　　　　　　　　　　　　　
商号又は　　　　　　　　　　　　　

名　　称　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　
· 令和８・９年度愛知県建設局入札参加資格者名簿の電気通信工事業に登録があること。
· 令和８・９年度の愛知県建設局における入札参加資格の認定において、認定された電気通信工事業の総合点数が700点以上であること。
· 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条の規定により、電気通信工事業について特定建設業又は一般建設業の許可を受けていること。ただし、下請代金の総額が５千万円以上となる場合には、特定建設業の許可を受けていること。
· 平成28年４月以降に、国、県又は市町村で元請として次の各号に該当する工事について施工実績が全てあること。

①　配線・配管敷設工事

②　スイッチングハブを含むＬＡＮ工事

③　大型映像装置を含む監視カメラ設備工事
· 建設業法第26条に定める主任技術者又は監理技術者を配置できること。ただし、請負代金の額が４千５百万円以上となる場合には、配置される技術者は本工事に専任であること。また、下請負金額の総額が５千万円以上となる場合には、監理技術者資格者証及び監理技術者講習会修了証を有する者を監理技術者として配置すること。

· 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４の規定に該当しない者であること。
· 参加資格確認申請書の提出日から当該工事の落札決定までの間、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成24年6月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除措置を受けていないこと。
· 参加資格確認申請書の提出日から当該工事の落札決定までの間、愛知県建設工事等指名停止取扱要領に基づく指名停止を受けていないこと。
· 現在、会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続き開始の申立てがなされていない者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者で、再度の入札参加資格審査の申請を行い、認定を受けた者については、更生手続開始又は再生手続開始の申立てをなされなかった者とみなすこと。

· この工事に係る設計業務の受託者であるパナソニックコネクト株式会社でないこと及び当該受託者と資本又は人事面において関連がある者でないこと。
「当該受託者と資本又は人事面において関連がある者」とは、次の各号に該当する者とする。（参考：愛知県建設工事請負業者選定要領内規）
①　当該受託者の発行済株式総数の100分の50を超える株式を有し、又はその出資総額の100分の50を超える出資をしている建設業者（100分の50を超える株式保有者又は出資者が存在しない場合は、他の株主又は出資者より特に抜きんでて株式を有し又は出資している建設業者を含む。）
②　建設業者の代表権を有する役員が、当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている場合における当該建設業者
③　その他当該受託者と特別な提携関係があると認められる建設業者
　以上のこと及び提出した書類について事実と相違ないことを誓約します。

　なお、事実と相違している場合は、いかなる不利益な取扱いを受けても、異議を申し立てません。また、それにより、損害を与えた場合は、無条件で賠償します。
